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平成 25 年度矢板市当初予算(案)の概要公表 

 

日 時：平成 25 年 2 月 14 日 午後 1 時 30 分 

場 所：矢板市役所第１委員会室 

 

平成 25 年度の日本経済は、欧州の債務問題、為替市場の動向、電力供給の制

約など先行きのリスクがあるものの、世界経済の緩やかな回復が期待される中

で、平成 25 年 1 月に政府が策定した「日本経済再生に向けた緊急経済対策」に

示された各種施策の推進等により、着実な需要の発現と雇用の創出が見込まれ、

国内需要主導で回復が進むものと見込まれています。 

そのような中で、矢板市の財政は、長引く景気低迷や震災などの影響により、

歳入の根幹である市税収入が好転することは見込めない状況であり、歳出にお

いては、生活保護費などの扶助費、介護保険や国民健康保険への繰出金が増加

し続けている状況であるため、柔軟性に欠いた財政運営になっています。 

しかしながら、平成 25 年度は、市政運営の指針である「第 2 次 21 世紀矢板

市総合計画」が中間点の 3 年目となる大変重要な年になります。 

そのため、財政環境の先行きを見通すことが難しい中にあっても、「総合計画」

に掲げた重点計画の着実な推進を図ることはもちろんのこと、地域におけるさ

まざまな行政課題や新たな行財政需要にも的確に対応していく必要があるため、

限られた財源を重点的・効率的に配分する方針で編成を行って参りました。 

平成 25 年度の矢板市の一般会計と 7 つの特別会計、1 つの企業会計について

でありますが、予算規模につきましては、当初予算の総額が 221 億 220 万円、

対前年度比 13 億 1,770 万円、6.3%の増となっています。 

内訳としましては、一般会計は 136 億 1,000 万円で、対前年度比 12.1%の増、

特別会計は合計で73億7,620万円、対前年度比2.1%の増、企業会計は11億1,600

万円で、対前年度比 21.5%の減となっています。 

次に、一般会計当初予算の概要についてご説明いたします。 

まず歳入ですが、市税のうち「個人市民税」及び「法人市民税」は、景気低
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迷などの影響により、「個人市民税」が対前年度比 7,745 万円、4.9%の減、「法

人市民税」が対前年度比 3,802 万円、11.9%の減となっています。また「固定資

産税」は、地価の下落、企業の設備投資の減少などの影響により、対前年度比

9,228 万円、4.0%の減となっています。そのため、市税全体では 44 億 8,351 万

円となり、対前年度比 1 億 8,499 万円、4.0%の大幅な減となっています。 

国庫支出金は、片岡地区市街地整備事業や放射線量低減対策事業に係る補助

金の増加により、対前年度比9億8,563万円、67.1%の大幅な増となっています。 

繰入金は、片岡地区市街地整備事業及び市営バス運行事業の経費の一部に充

当するため、交通施設整備基金繰入金を 3,450 万円、震災に伴い被災した住宅

団地の地すべり対策の経費に充当するため、東日本大震災復興交付金基金繰入

金が 2 億 4,575 万円となっているため、対前年度比 3 億 9,609 万円、118.6%の

増となっています。 

市債につきましては、片岡地区市街地整備事業など普通建設事業費に係る市

債及び臨時財政対策債の増加により、対前年度比 1 億 3,390 万円、10.8%の増と

なっています。 

次に歳出ですが、人件費、扶助費及び公債費の合計である義務的経費は、59

億 7,120 万円で全体の 43.9%となり、対前年度比 4.1 ポイントの減となってい

ますが、これは予算総額が増加したことによる比率の減少であり、予算額では

対前年度比 1 億 3,932 万円、2.4%の増となっています。 

このうち、人件費につきましては、公立保育所における臨時職員の保育士を

非常勤嘱託員に変更することなどにより増加しており、対前年度比 1,713 万円

の増、扶助費は、医療費助成事業や障害者自立支援事業などの増加により、対

前年度比 1 億 3,530 万円の増、公債費は、対前年度比 1,311 万円の減となって

います。 

物件費は、放射線量低減対策事業の増加により、対前年度比 5 億 4,278 万円、

32.0%の大幅な増となっています。 

投資的経費のうち補助事業費は、片岡地区市街地整備事業や造成宅地滑動崩

落緊急対策事業などの増加により、対前年度比 8 億 4,414 万円、111.0%の大幅
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な増となっています。なお、市単独事業の市道及び農道整備事業などの減少に

より、単独事業費は対前年度比 1 億 828 万円、20.5%の減となっています。 

厳しい財政状況ではありますが、平成 25 年度における主要な事業のうち新た

に取り組むものといたしましては、子育て支援の充実を図るために、医療費助

成事業において、18 歳以下の子ども医療費を無料化するため、１レセプト当た

り 500 円の自己負担を廃止いたします。 

また、第３子以降の保育料を無料化するため、公立及び私立保育所について

は保護者負担金の免除を行い、私立幼稚園においては保育料減免の補助を行い

ます。 

そのほか、民間事業者が建設・運営する学童保育館への補助、乳幼児の胃腸

炎を引き起こす原因であるロタウイルスの予防接種助成、放課後の居場所づく

りとして空き教室を活用した西小学校のふれあいスクールの開設、通学路であ

る片岡中学校東側市道（高倉通り）の歩道整備事業、片岡公民館ホールの耐震

工事、文化会館の耐震２次診断業務などを予定しています。 

また、主な継続事業といたしましては、定住人口増加を図るための定住促進

補助事業、子育てをする人たちの仕事と育児の両立支援を行うファミリーサポ

ートセンター事業、予防接種事業における子宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、

小児用肺炎球菌ワクチンの無料接種や高齢者用肺炎球菌ワクチン及び受験生

（中学校 3 年生、高校 3 年生）を対象としたインフルエンザワクチン接種費用

の一部公費負担、太陽光発電システムの設置に対する補助、プレミアム商品券

発行に対する補助、長峰公園の入り口部分改修工事、スマートインターチェン

ジ整備検討業務、ＪＲ片岡駅及び片岡駅西地区を整備する片岡地区市街地整備

事業、住宅団地の地すべり対策を行う造成宅地滑動崩落緊急対策事業、行政区

単位で組織する自主防災組織の設置に対する補助、学校教育における、地域人

材・地域資源を活用したふるさと学習体験事業、大学と連携したふるさと創年

大学の開講などがあります。 

以上が平成 25 年度の当初予算の概要でありますが、主要な事業につきまして

は「主要事業一覧表」に掲載してあります。 



１　歳入歳出予算会計別一覧表
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10,000

320,000

12.5

3.1

29,100

1,317,700

△20,055

985,628

0.0

0.0

△145,700

0

△306,500

6.3

△49,900

151,200

△23.8
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0.0

2,000 0.0
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４　一般会計歳出予算性質別一覧表
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△7.3

26,378 0.2
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0 0.0

1.1

19.5

0.2
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○主要事業一覧表

［一般会計］

款 項　　　目
事業費

（概  算）
前年度
事業費

伸び率

議 会 費 議 会 費 165,000 169,275 △ 2.5% 議会費

議会運営事務（議員年金公費負担）

議会広報事業、政務調査事業

総 務 費 広 報 広 聴 費 37,000 16,483 124.5% 広聴費

広報費　

広報やいた発行事業(市民力かわら版)、ホームページ運営事業

【 ラジオ情報配信事業】

【 データ放送配信事業】

財 産 管 理 費 84,000 124,701 △ 32.6% 財産管理費

市営バス運行費【生活交通再構築検討業務】

企 画 費 250,000 193,846 29.0% 企画調整費　

政策調査事業（矢板版シンクタンク）

企画調整事業（市民活動助成金）

姉妹都市交流事業、定住促進補助事業

電算化推進事業
電子計算機管理運営事業、庁内ＬＡＮ管理運営事業

地上デジタル放送移行推進事業
【 地上デジタル放送難視対策共聴施設整備事業】

交通安全対策
費

14,000 14,230 △ 1.6% 交通安全対策管理費

交通安全施設整備事業

諸 費 31,000 30,035 3.2% 地域安全活動推進事業

市民の日推進事業

各種表彰費
市民力顕彰事業

行政区対策費

賦 課 徴 収 費 84,000 98,714 △ 14.9% 賦課徴収費

収納事務【口座振替推進事務】

戸籍住民基本 107,000 108,737 △ 1.6% 戸籍住民基本台帳事務費

台 帳 費 【戸籍システム更新、戸籍副本データ管理システム】

参 議 院 議 員
通 常 選 挙 費

17,000 0 皆増 参議院議員通常選挙費

基 幹 統 計 費 4,000 3,363 18.9% 各種統計調査費
(経済センサス、住宅・土地統計調査等)

民 生 費
社会福祉総務

費
1,258,000 1,158,630 8.6% 社会福祉総務費

地域福祉事業（民生委員）

戦没者慰霊祭援護事業

地域福祉体制強化事業（きずな館維持管理）

温泉センター施設事業
温泉センター施設運営事業、温泉バス運行事業

障がい者福祉対策事業
障がい者福祉タクシー事業

障がい者給付等支援充実事業（医療給付、手当給付）

障害者地域生活確保支援事業（補装具・日常生活用具）

障害者自立支援事業【虐待防止センター専門員】

後期高齢者医療費

老 人 福 祉 費 477,000 419,789 13.6% 高齢者在宅生活支援サービス総合推進事業

在宅高齢者支援サービス事業(デイサービス、ショートステイ)

在宅介護支援サービス事業、介護保険施設等整備補助事業

高齢者生きがい総合推進事業

高齢者生きがい等支援事業【ねんりんピック2014 ﾘﾊｰｻﾙ大会】

はつらつ館運営事業（泉はつらつ館、木幡北山はつらつ館）

高齢者社会参加活動支援事業（シルバー人材センター補助）

高齢者啓発推進事業
敬老祝賀事業

老人保護措置事業

医 療 助 成 費 165,000 150,979 9.3% 医療助成事業【1レセプト500円の自己負担を廃止(18歳以下)】

重度心身障害者医療費助成、ひとり親家庭医療費助成、

子育て支援医療費助成事業

※ 主要事業中【　】は平成25年度新規事業　（単位：千円）

主　　　　　要　　　　　事　　　　　業
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［一般会計］

款 項　　　目
事業費

（概  算）
前年度
事業費

伸び率

※ 主要事業中【　】は平成25年度新規事業　（単位：千円）

主　　　　　要　　　　　事　　　　　業

民 生 費
児童福祉総務

費
112,000 125,043 △ 10.4% 育成医療給付費

【 育成医療給付事業】

児童福祉対策事業

子育て支援事業、ファミリーサポートセンター事業

子育て支援給付事業(第２子以降出産祝金)

児 童 措 置 費 1,339,000 1,329,518 0.7% 児童措置費　

民間保育所運営補助事業【第３子以降保育料免除】

児童手当等給付費　

児童手当支給事業、児童扶養手当支給事業

母 子 福 祉 費 10,000 10,242 △ 2.4% 母子福祉事業

母子福祉事業（母子家庭高等技能訓練促進費）
児童福祉施設

費
131,000 123,350 6.2% 保育施設費　

子育て支援センター事業

公立保育所施設運営事業【第３子以降保育料免除】

児童館施設費
児童館活動支援事業、学童保育館活動支援事業

【 児童館等建設事業】

生活保護扶助
費

555,000 550,000 0.9% 生活保護費

衛 生 費
保健衛生総務

費
216,000 227,889 △ 5.2% 保健総務費

地域医療支援事業（塩谷地区休日夜間おとなこども診療室）

健康づくり事業　

健康増進事業（各種検診）

保健事業

母子保健事業（不妊治療費助成、妊婦健診助成）

母子保健事業【未熟児養育医療費助成】

予 防 費 97,000 105,325 △ 7.9% 予防費

こども予防接種事業（子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌）

こども予防接種事業（インフルエンザ(中３、高３)）

こども予防接種事業【ロタウイルスワクチン接種助成】

成人予防接種事業（高齢者用肺炎球菌、インフルエンザ）

環 境 衛 生 費 214,000 296,172 △ 27.7% 環境衛生費
【 指定廃棄物最終処分場対策事業】

合併処理浄化槽設置補助事業、塩谷広域斎場管理事業

塩谷広域し尿処理施設管理事業

【 環境保全事業（環境基本計画基礎調査業務）】

新エネルギー利用促進事業（太陽光発電システム設置補助）

エコモデルハウス運営事業

墓苑管理・整備事業

清 掃 総 務 費 2,000 3,280 △ 39.0% 一般管理費
生ごみ処理機設置補助事業、ごみ減量・資源化事業

塵 芥 処 理 費 284,000 248,118 14.5% 塵芥処理事業
塩谷広域清掃総務管理・塵芥処理・環境施設建設事業

ごみ収集事業

労 働 費 労 働 諸 費 12,000 15,364 △ 21.9% 労働諸費
勤労者対策事業、勤労者住宅資金貸付事業

勤 労 青 少 年
ホ ー ム 費

11,000 11,014 △ 0.1% 勤労青少年ホーム費

農林水産業費
農業委員会費 11,000 11,957 △ 8.0% 農業委員会費

農 業 総 務 費 230,000 159,152 44.5% 農業総務費
農業総務事務

農業振興地域整備促進事業（農業振興地域整備計画策定）

農業公社運営費交付事業

農 業 振 興 費 64,000 12,132 427.5% 農業振興事業

農業振興事業【新規就農者研修事業補助】

道の駅管理事業、安全安心米づくり補助事業

畜 産 業 費 11,000 57,736 △ 80.9% 畜産振興事業

八方ヶ原牧場管理事業

畜産環境総合整備事業（八方ヶ原牧場）
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［一般会計］

款 項　　　目
事業費

（概  算）
前年度
事業費

伸び率

※ 主要事業中【　】は平成25年度新規事業　（単位：千円）

主　　　　　要　　　　　事　　　　　業

農林水産業費 生産調整推進
対 策 事 業 費

9,000 10,880 △ 17.3% 生産調整推進対策事業

農 地 費 58,000 36,624 58.4% 県営土地改良事業

県営中山間地域総合整備事業（高原地区）

県単土地改良事業
【 県単農道整備事業（大槻地区）】

土地改良管理事業

塩田ダム管理事業【機能保全計画策定業務】
地域農政管理

費
11,000 3,368 226.6% 農業経営基盤強化促進対策事業

農業経営基盤強化促進対策事業（人・農地プラン）

28,000 31,282 △ 10.5% 農業構造改善事業
中山間直接支払事業、農地・水環境保全向上対策事業

環境保全型農業直接支援事業

地 籍 調 査 費 18,000 36,214 △ 50.3% 地籍調査事業
（乙畑Ⅴ）

林 業 振 興 費 75,000 49,873 50.4% 林業振興事業

森林環境整備事業（市有林植栽業務委託）

森林整備地域活動支援推進事業、元気な森づくり事業

新山村振興対策事業

八方ヶ原交流促進センター管理運営事業

商 工 費 商 工 総 務 費 41,000 36,144 13.4% 商工総務管理費
やいたブランド認証事業

商 工 振 興 費 412,000 444,916 △ 7.4% 商業振興費

中小企業振興資金貸付事業（緊急経営強化支援資金）

中小企業振興資金保証料補助事業

市商工会等活動支援事業

商業等活性化支援事業（プレミアム付商品券発行補助）

商業等活性化支援事業【まちなか活性化賑わい創出事業補助】

中小企業融資利子助成事業

工業振興費

企業誘致推進事業（企業誘致奨励金）

観 光 費 7,000 15,968 △ 56.2% 観光費
観光協会活動支援事業、イルミネーション設置事業

観光ＰＲ事業（とちまるショップでのＰＲ事業）

観光施設費　
八方ヶ原施設運営事業

消 費 者 行 政
対 策 費

3,000 3,144 △ 4.6% 消費者行政対策費

土 木 費 土 木 総 務 費 99,000 104,020 △ 4.8% 土木総務管理費

土木総務管理事務（民間住宅耐震改修・耐震診断補助）

土木総務管理事務【スマートＩＣ整備検討業務】

道 路 維 持 費 50,000 65,323 △ 23.5% 市道維持管理費
市道維持管理事業

地域活動推進事業（原材料支給による道路整備）

急傾斜地崩壊対策事業（倉掛地区）

市道舗装修繕費

認定外道路整備事業
道路新設改良

費
114,000 137,380 △ 17.0% 道路新設改良費

鹿島町・矢板４号線、矢板４号線、木幡・東町３号線

中・安沢１号線、後岡５号線
橋りょう維持

費
11,000 1,050 947.6% 橋りょう維持費

橋りょう維持事業（橋りょう点検及び補修検討業務）

河 川 費 21,000 22,400 △ 6.3% 普通河川整備事業

都市計画総務
費

62,000 65,667 △ 5.6% 都市計画事業推進費

都市計画事業推進事務（都市マスタープラン策定）

市営駐車場管理費（４箇所）

公園維持管理
費

27,000 32,547 △ 17.0% 都市公園維持管理費

農業構造改善
事 業 費
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［一般会計］

款 項　　　目
事業費

（概  算）
前年度
事業費

伸び率

※ 主要事業中【　】は平成25年度新規事業　（単位：千円）

主　　　　　要　　　　　事　　　　　業

土 木 費
公園整備事業

費
130,000 138,091 △ 5.9% 川崎城跡公園整備事業

長峰公園整備事業【入り口部分改良工事】

街 路 事 業 費 872,000 97,000 799.0% 片岡地区市街地整備事業【駅舎橋上化、東西自由通路整備】

片岡地区市街地整備事業【駅西アクセス道路整備】

片岡地区市街地整備事業【駅西駐車場、駐輪場、トイレ整備】

高倉通り整備事業【歩道整備】

121,000 36,272 233.6% 木幡土地区画整理事業

住 宅 管 理 費 68,000 102,875 △ 33.9% 市営住宅管理事業

市営住宅整備事業
住宅用地造成

費
345,000 0 皆増 造成宅地滑動崩落緊急対策事業

(H24～H25 成田:ﾊｯﾋﾟｰﾊｲﾗﾝﾄﾞ 中:ﾛﾋﾞﾝｼﾃｨ 中:日拓分譲地)

消 防 費
常 備 消 防 費 363,000 354,606 2.4% 常備消防費負担金（塩谷広域行政組合消防費負担金）

非常備消防費 36,000 36,861 △ 2.3% 非常備消防活動費

消防団活動事業【出動旅費単価増】

消 防 施 設 費 56,000 43,294 29.3% 消防施設等整備事業
消防器具置場、ポンプ自動車、小型動力ポンプ

防 災 費 149,000 111,403 33.7% 防災活動推進事業

防災活動推進事業（防災行政無線整備、自主防災組織設置補助）

災 害 対 策 費 558,000 4,608 12009.4% 放射線量低減対策事業
【公共施設、民有地等除染】

教 育 費 事 務 局 費 241,000 252,072 △ 4.4% 一般管理費

事務局一般管理事務（ふるさと学習体験事業）

事務局一般管理事務（特色ある学校づくり支援事業）

事務局一般管理事務（土曜学習活動事業）

事務局一般管理事務【英語サマーキャンプ】

外国語指導助手活用事業

矢板市立学校教職員配置事業 

幼稚園振興費 54,000 48,340 11.7% 幼稚園振興費【第３子以降保育料減免補助】

学 校 管 理 費 290,000 311,955 △ 7.0% 学校一般管理費（小学校９校）【遠距離通学補助】

（ 小 学 校 ） 学校保健安全給食事業

教 育 振 興 費 59,000 48,073 22.7% 教育振興費

（ 小 学 校 ） 教育振興事業（総合学力調査、デジタル教科書）

学 校 建 設 費 10,000 0 皆増 小学校施設大規模改修事業【非構造部材及び老朽度調査業務】

（ 小 学 校 ）

学 校 管 理 費 116,000 120,414 △ 3.7% 学校一般管理費（中学校３校）【遠距離通学補助】

（ 中 学 校 ） 学校保健安全給食事業

適応指導教室管理事業

教 育 振 興 費 43,000 51,827 △ 17.0% 教育振興費

（ 中 学 校 ） 教育振興事業（総合学力調査、デジタル教科書）

海外派遣事業【英語圏派遣】

学 校 建 設 費 3,000 376,700 △ 99.2% 中学校施設大規模改修事業【非構造部材及び老朽度調査業務】

（ 中 学 校 ）
社会教育総務

費
167,000 163,006 2.5% 社会教育振興費

地域コミュニティ推進事業

生涯学習機会充実事業（ふるさと創年大学）

学校支援地域本部事業【西小学校ふれあいスクール】

文化財保護費　　

文化財保護事業【寺山観音寺消防・防犯設備整備補助】

矢板武記念館管理運営事業

女性青少年活動推進費　　
男女共同参画社会推進事業、成人式開催事業

芸術文化振興費
ともなり文芸祭り開催事業、芸術文化振興事業

公 民 館 費 46,000 45,819 0.4% 公民館費　　

公民館改修事業【耐震改修工事（片岡公民館ｺﾐｭﾆﾃｨﾎｰﾙ等）】

市民講座推進事業、地域づくり推進事業

土地区画整理
事 業 費

- 9 -



［一般会計］

款 項　　　目
事業費

（概  算）
前年度
事業費

伸び率

※ 主要事業中【　】は平成25年度新規事業　（単位：千円）

主　　　　　要　　　　　事　　　　　業

教 育 費 図 書 館 費 45,000 44,159 1.9% 図書館費

郷土資料館費 14,000 7,935 76.4% 郷土資料館費

文 化 会 館 費 63,000 53,953 16.8% 文化会館費　　
文化会館運営・維持管理事業

文化会館改修事業【耐震２次診断業務等】
保健体育総務

費
14,000 14,342 △ 2.4% 保健体育総務費

市民体育祭、たかはらマラソン大会開催事業

［特別会計］

会　　　計 項　　　目
事業費

（概  算）
前年度
事業費

伸び率

下水道管渠築造事業

水処理センター建設事業

（機械棟耐震及び中央監視装置更新に係る設計業務）

木幡土地区画整理事業
宅地造成、移転補償

水道施設整備事業
配水管布設、老朽管更新工事、水源施設の整備

355,775

193,000 348,685

260,000 △ 26.9%

下水道建設費 △ 44.6%

△ 50.0%57,000 114,000

水 道 事 業 施 設 整 備 費

木 幡 宅 地
造 成 事 業

土地区画整理
費

※ 主要事業中【　】は平成20年度新規事業　（単位：千円）

主　　　　　要　　　　　事　　　　　業

公 共 下 水 道
事 業
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(千円)

平成25年度

概算事業費

総務費 総合政策課 ラジオ情報配信 事業 ＦＭ栃木で矢板市の観光等の情報を発信 23,800

〃 データ放送配信 事業
とちぎテレビのデータ放送を利用し、矢板市の情報を
発信

1,300

総 務 課 市 営 バ ス 運 行 事 業 生活交通再構築検討 4,000

〃
地上デジタル放送難視
対策共聴施設整備事業

７地区整備 68,600

税 務 課 収 納 事 務 口座振替推進事務 500

民生費 福祉高齢課 障害者自立支援 事業 虐待防止センター専門員（１名） 2,500

〃
高 齢 者 生 き が い 等
支 援 事 業

ねんりんピック2014 リハーサル大会（H25.10月上旬） 3,300

〃
重 度 心 身 障 害 者
医 療 費 助 成 事 業

１レセプト当たり５００円の自己負担を廃止(18歳以下) 100

子 ど も 課
ひ と り 親 家 庭
医 療 費 助 成 事 業

　〃 1,500

〃
子 育 て 支 援
医 療 費 助 成 事 業

　〃 11,200

福祉高齢課 育 成 医 療 給 付 事 業 身体障害児育成医療費助成 2,500

子 ど も 課
民 間 保 育 所 運 営
補 助 事 業

第３子以降の保育料免除【３歳以下→すべて】 6,200

〃
公 立 保 育 所
施 設 運 営 事 業

　〃 1,500

〃 児 童 館 等 建 設 事 業 学童保育館建設補助 7,100

衛生費 〃 母 子 保 健 事 業 未熟児養育医療費助成 900

〃 こども予防接種 事業 ロタウイルスワクチン接種助成 3,000

放射能汚染
対 策 課

指定廃棄物最終処分場
対 策 事 業

研修会等開催 400

生活環境課 環 境 保 全 事 業 環境基本計画基礎調査 3,200

農林水
産業費

農業振興課 農 業 振 興 事 業 新規就農者研修事業補助 1,200

〃 県 単 農 道 整 備 事 業 大槻地区　Ｌ＝７００ｍ 20,400

〃 塩 田 ダ ム 管 理 事 業 塩田ダム機能保全計画策定（県施工） 2,500

商工費
商 工 林 業
観 光 課

商業等活性化支援事業 まちなか活性化賑わい創出事業補助 10,000

土木費 都市建設課 土 木 総 務 管 理 事 務 スマートインターチェンジ整備検討業務 14,600

〃 長 峰 公 園 整 備 事 業 公園入り口部分改良工事 128,500

款 所管課 事務事業名 新規事業名又は内容

平成25年度新規事業一覧（一般会計）
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(千円)

平成25年度

概算事業費
款 所管課 事務事業名 新規事業名又は内容

平成25年度新規事業一覧（一般会計）

土木費 都市建設課
片 岡 地 区 市 街 地
整 備 事 業

駅舎橋上化、東西自由通路整備
駅西アクセス道路、駐車場、駐輪場、トイレ整備

850,800

〃 高 倉 通 り 整 備 事 業 片岡中学校東側市道（歩道整備） 21,500

消防費 総 務 課 消 防 団 活 動 事 業 消防団員出動旅費単価の増額 4,300

放射能汚染
対 策 課

放射線量低減対策事業
塩田ダム公園、八方ヶ原交流センター、通学路、
牧草地、戸建て住宅等（泉地区・矢板地区）

558,600

教育費 子 ど も 課 幼 稚 園 振 興 事 業 第３子以降の保育料減免補助 7,100

教育総務課
小 ・ 中 学 校
一 般 管 理 事 務

遠距離通学補助 900

〃
小 ・ 中 学 校
施設大規模改修 事業

非構造部材及び老朽度調査 14,400

〃 中学生海外派遣 事業 英語圏派遣 3,700

生涯学習課 学校支援地域本部事業 西小学校「西の森ふれあいスクール」の開設 1,700

〃 文 化 財 保 護 事 業 寺山観音寺消防・防犯設備整備補助 3,200

〃 公 民 館 改 修 事 業 耐震改修工事（片岡公民館コミュニティホール等） 15,100

〃 文 化 会 館 改 修 事 業 耐震２次診断等 10,000

※ 民間保育所運営補助事業及び公立保育所施設運営事業の「平成25年度概算事業費」は、
保育料免除に伴う歳入の減少額である。
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